
 

農水産業協同組合貯金保険機構役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成１９年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

理事

監事

（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成19年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,342 12,421 4,921 0 ＊※

千円 千円 千円 千円

14,191 10,164 4,027 0
 

＊

千円 千円 千円 千円

705 705 0 0
 

（注）

３　役員の退職手当の支給状況（平成19年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

（注）

理事長

理事

監事
（非常勤）

該当者なし

該当者なし

該当者なし

    「前職」欄は、退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員で
その後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄であることを示す。

役名
その他（内容）

法人での在職期間

理事長

理事
（　1　人）

監事
（非常勤）

（　1　人）

　役員に求められる役割は、貯金保険制度の運営・維持向上をはかることであり、
役員報酬はそのインセンティブとして有効に機能するものである。このことを踏まえ
農水産業協同組合貯金保険機構役員給与規程において、役員の役割と責任お
よび業績に報いるに相応しい水準として規定している。

摘　　要

　 役員報酬については、平成１９年度国家公務員の地域手当の支給割合の改定
を参考として、特別調整手当の支給割合を＋１％分を加算し１４％とした。

同上

　 平成１９年度における改定はなし。

就任・退任の状況

    「前職」欄は、退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員で
その後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄であることを示す。

前職



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成19年度における給与制度の主な改正点

　① 人件費管理の基本方針

制度の内容

　 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与や類似同業種法人
の給与水準等を勘案した給与改定や、業務の実績等により人件費の見積りを行うこととしてい
る。
　 人件費に係る管理では、事務合理化を推進することを念頭に、各業務分担の平準化や関
係機関との協議・連携を通じた情報収集等における業務の効率化を図ることとし、定員の削減
対応及び時間外労働の短縮等の総人件費の圧縮に取り組んでいる。

　 職員の本俸は、職務の複雑、困難及び責任の度に基づき勤務成績、能力、業務経歴等を
考慮して決定している。

　 職員給与規程により昇給時において勤務成績が特に良好と認められる職員にあっては、本
俸の昇給号俸を加算できるものとしている。

給与種目

本俸

　 職員の基準日前１年間における勤務成績に応じて、以下のとおり昇給さ
せることができることとしている。
　　(1)勤務成績が特に良好である一般職員　　８号俸以上
　　(2)勤務成績が良好である一般職員　　４号俸
　　(3)勤務成績が良好であると認められない一般職員　　３号俸以下
　 なお、５５才を超える職員の昇給については、昇給幅を通常の半分程度
に抑制することとしている。

　 平成１9年度の人事院勧告による官民格差の是正措置を参考に、

   (1)初任給を中心とした若年層に限定し、俸給表を平均０．１％改定した。

　 (3)特別都市手当について０．５％引き上げ８．５％とした。

　 なお、上記(1)～(3)の対応については、４月遡及ではなく１０月以降の適用とした。

　 (2)扶養手当として扶養親族である子等に係る支給月額を５００円引き上げ６，５００円
       とした。



２　職員給与の支給状況

①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 49.2 9,664 6,899 166 2,765
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 49.2 9,664 6,899 166 2,765
　

    （注１）   常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

             　 なお、職種区分の記載欄にあっては研究職、教育職において該当がないことから掲載を省略した。

 ②

     （注1）  　①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

     （注2）  

 

     （注3）  

     （注4）  

    （注２）   在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員については、該当がないことから掲載を省略した。

区分 人員 平均年齢

平成19年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

　年齢バンド32～35歳、36～39歳、48～51歳、52～55歳における該当者が、それぞれ２
人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与
額については記載していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員)〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、
⑤まで同じ。〕

　年齢バンド56～59歳以外の該当者は、それぞれ４人以下であるため、第1・第3四分位
折れ線グラフについては記載していない。

　当機構の職員はすべて東京都区部勤務であるが、国は東京都区部勤務の職員のみな
らず地方勤務の職員を含んでいる。
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（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

2 － － － －

8 54.0 9,113 10,899 11,800

1 － － － －

4 42.0 － 7,047 －

2 － － － －

     （注1）  

     （　
     （注2）  

     （注3）  

 

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

人 人 人 人 人 人

17 5 5 5 2 0

（割合） (29.4%) (29.4%) (29.4%) (11.8%) (  0.0%)
歳 歳 歳 歳 歳

58～53 56～47 44～38  ～  ～

千円 千円 千円 千円 千円

9,335　　～
8,220

8,210　　～
6,523

5,962　　～
4,592

 ～  ～

千円 千円 千円 千円 千円

13,281　　～
11,800

11,670　　～
9,097

8,343　　～
6,294

 ～  ～

     （注） 

         最高～最低

         最高～最低

％

100.0

％

0.0

人員分布状況を示すグループ 平均年齢 平均

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額(最高～

最低)

   部長、調査役及び主事については、該当者が２名以下のため個人に関する情報が特
定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項について記載していない。

   なお、職位について参事・副参事は本部課長、調査役は本部課長補佐、主幹は本部
係長、主事は本部主任に相当したものとなる。

主   事 

年間給与額
(最高～最低)

   主幹については、該当者が４名以下のため個人に関する情報が特定されるおそれのあ
ることから、「第１・第３四分位」について記載していない。

主幹 主事部長 参事

部   長 

参   事 ・副参事

調査役

主   幹 

一律支給分（期末相当）

計

％

   主事については、該当者が２名以下のため個人に関する情報が特定されるおそれのあ
ることから、「年齢」以下の事項について記載していない。

％

夏季（６月）

％

％

100.0

　～　　

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

賞与（平成１９年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員 0.0

100.0

％

　～　　

冬季（１２月）

0.0

％

　～　　

％

％

％

100.0

％

％

％

 職級別在職状況等（平成２０年４月１日現在）（事務・技術職員）③

係員
標準的な

職位

％

0.0

％

100.0

％％

0.0

④

　～　　

100.0

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0.0

　～　　　～　　



121.9

     （注） 

給与水準の比較指標について参考となる事項
　

○事務・技術職員

対国家公務員 121.9

地域勘案　　　　　　 108.2

学歴勘案　　　　　　　 115.6

地域・学歴勘案　 　 　 102.4

⑤

内　　容項　目

指数の状況

   対国家公務員（行政職（一））

　 当法人の年齢別人員構成をウェイトに用い、当法人の給与を国の給与水準に置き換えた場
合の給与水準を１００として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事
院において算出。

国に比べて給与水準が高く
なっている定量的な理由

職員と国家公務員との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

 
②学歴構成
　 農水産業協同組合の貯金者等の保護及び経営困難農水産業協同組合
に係る資金決済の確保を図るため、農水産業協同組合が貯金等の払戻しを
停止した場合に必要な保険金等の支払い及び貯金等債権の買取りを行うほ
か、経営困難農水産業協同組合に関し、合併等に対する適切な資金援助、
管理人による管理及び金融危機に対応するための措置等の業務を行い、
もって信用秩序の維持に資している。
　 これらの業務に携わるためには、金融業務及び倒産法制について高度な
専門知識と高い能力が求められていることから、職員は高学歴であり、それ
が給与に相応に反映されたものと考えている。

参考

  農水産業協同組合貯金保険機構は、国や役職員の報酬・給与等の公表
対象となっている他の多くの法人と異なり、出先事務所をもたず、東京都区
部に本部事務所のみを置く専門性の高い法人であるため、給与水準の比較
指標については、出先事務所を除き、地域や学歴などを勘案した指標によ
ることが必要であると考えている。

①勤務地
   当機構は、地方勤務の職員が相当数を占める国と異なり、唯一の事務所
が東京都区部に所在するため、職員全員が東京都区部を勤務地としてお
り、東京都区部に勤務する職員に支給される特別都市手当（国の地域手当
と同じ性格）の支給割合が100%となっている。



＜参考＞

　当機構においては、総人件費削減の取組として、職員数の見直しによるこ
ととしており、平成２２年度末までに９．１％の職員削減（平成１７年度比）を行
う予定としている。当機構の業務の特殊性に基づく人材確保の要請も踏まえ
つつ、国家公務員の給与改定や他の類似同業種法人の給与改定状況等を
勘案し、給与改定率の圧縮又は実施時期の繰り延べによる給与改定の抑制
又は職務手当の削減等により、法人基準年齢階層別ラスパイレス指数（対
国・地域別・学歴別）の抑制に努めることとしている。

●東京都区部に勤務する職員の割合の比較

③高い管理・専門職割合と判断・責任
   当機構では農水産業協同組合の破綻処理を担うことから、突発的な緊急
事態に対応し、短期間のうちに、倒産法制の下で、その処理を終了させなけ
ればならず、高度な専門的知識に基づく正確な判断が必要とされ、迅速か
つ責任ある職務執行が求められている。
　 このような業務遂行上の要請から、判断と責任を伴うマンパワーで処理す
る重要業務が中心となっているため、当機構の職員構成は少数精鋭の管
理・専門職主体となっている。

（ 国からの財政支出額　０円  、 支出予算の総額　12,663,616千円
　 平成19年度予算 ）

給与水準の適切性の検証

講ずる措置

【国からの財政支出について】

　（注）　国家公務員・行（一）の数値は、19年度国家公務員給与実態調査資料による。

　　国家公務員・行（一）　　　　　　２５．６％

　　貯金保険機構　　　　　　　　　　８８．２％

●国との大学卒業者割合の比較

　　貯金保険機構　　　　　　　　　１００．０％

支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　　　０％

国に比べて給与水準が高く
なっている定量的な理由

　　　　　貯金保険機構は、１９年度実績による。

　　国家公務員・行（一）　　　　　　４８．２％



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成19年度）

前年度
（平成18年度）

千円 千円 千円 （％）

217,031 218,031 △ 1,000 (△0.5%)
(A)

千円 千円 千円 （％）

5,359 9,999 △ 4,640 (△46.4%)
(Ｂ)

千円 千円 千円 （％）

10,460 11,548 △ 1,088 (△9.4%)
(Ｃ)

千円 千円 千円 （％）

40,256 42,415 △ 2,159 (△5.1%)
(D)

千円 千円 千円 （％）

273,106 281,993 △ 8,887 (△3.2%)
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

◎給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の増減要因

①給与、報酬等支給総額

 
一

基準年度

　

　

平成２０年度末で人員は２１人となり、人員削減率は４．５％となる予定である。

（％）

2222 21

総人件費改革の取組状況

最広義人件費

比較増△減区　　分

▲4.5

（人）
22

人員純減率

人員数

0 0

（平成20年度）
年　　度

（平成17年度） （平成18年度） （平成19年度）

非常勤役職員等給与

福利厚生費

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額

平成１８年度以降の５年間において、人員について９．１％の削減を行う予定としている。

◎人件費削減の取組の進ちょく状況

②最広義人件費

　 前年度比△８，８８７千円（△３．２％）については、退職手当支給額の減少と社会保険料の料率が一部
引き下げられたことに伴う福利厚生費の減少が主な要因。

◎貯金保険機構の人件費削減の取組に関する事項

　 前年度比△１，０００千円（△０．５％）については、役職員の退職・任用に伴う本俸ベースの減少が主な
要因。



Ⅳ  法人が必要と認める事項

98.0

     （注） 　 当法人の年齢別人員構成をウェイトに用い、当法人の給与を、すべての特殊法
人等を一つの法人とみなした場合の給与水準に置き換えた場合の給与水準を１０
０として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院にお
いて算出。

　
   法人基準ラスパイレス指数（対他法人（事務・技術））は９８．０となっているが、当
機構の業務の特殊性に基づく人材確保の要請も踏まえつつ、国家公務員の給与改
定や他の類似同業種法人の給与改定状況等を勘案し、今後とも人件費の抑制に努
めることとしている。

　　当法人と対他法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)


